
決 算 書

令和5年度

自 令和5年 4月 1日

至 令和6年 3月31日

社会福祉法人 長光福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 84,657,150 84,607,750 49,400

受取利息配当金収入 600 539 61

その他の収入 20,000 3,000 17,000

支
出

人件費支出 60,802,421 61,149,946 △347,525

事業費支出 9,220,000 8,768,870 451,130

事務費支出 7,768,614 7,045,607 723,007

支払利息支出 92,100 92,100

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000

固定資産取得支出 6,325,800 6,883,458 △557,658

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

積立資産取崩収入 6,700,000 6,700,000

支
出

積立資産支出 3,500,000 3,500,000

予備費支出(10)

12,850,84612,850,846 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第一号第一様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第一号第三様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会

事業区分合計内部取引消去合計本部まこと保育園勘 定 科 目

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 84,607,750 84,607,750 84,607,750

受取利息配当金収入 535 4 539 539

その他の収入 3,000 3,000 3,000

支
出

人件費支出 61,149,946 61,149,946 61,149,946

事業費支出 8,768,870 8,768,870 8,768,870

事務費支出 6,908,007 137,600 7,045,607 7,045,607

支払利息支出 92,100 92,100 92,100

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000 3,816,000

固定資産取得支出 6,883,458 6,883,458 6,883,458

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

積立資産取崩収入 6,700,000 6,700,000 6,700,000

拠点区分間繰入金収入 108,280 108,280 △108,280

支
出

積立資産支出 3,500,000 3,500,000 3,500,000

拠点区分間繰入金支出 108,280 108,280 △108,280

532,94112,317,905 12,850,846前期末支払資金残高(11) 0 12,850,846

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

保育事業収入 84,657,150 84,607,750 49,400

委託費収入 75,445,150 75,445,150

利用者等利用料収入 1,080,000 1,080,000

利用者等利用料収入（一般） 1,080,000 1,080,000

その他の事業収入 8,132,000 8,082,600 49,400

補助金事業収入（公費） 7,832,000 7,749,000 83,000

補助金事業収入（一般） 300,000 333,600 △33,600

受取利息配当金収入 500 535 △35

受取利息配当金収入 500 535 △35

支
出

人件費支出 60,802,421 61,149,946 △347,525

職員給料支出 24,967,600 24,717,387 250,213

職員俸給支出 18,417,600 18,417,600

職員諸手当支出 6,000,000 6,299,787 △299,787

職員賞与支出 12,067,197 12,057,197 10,000

非常勤職員給与支出 16,912,624 16,788,354 124,270

退職給付支出 445,000 445,000

法定福利費支出 6,960,000 7,142,008 △182,008

事業費支出 9,220,000 8,768,870 451,130

給食費支出 3,700,000 3,658,620 41,380

保健衛生費支出 200,000 78,861 121,139

保育材料費支出 1,300,000 1,286,647 13,353

水道光熱費支出 1,500,000 1,476,880 23,120

消耗器具備品費支出 1,200,000 853,055 346,945

保険料支出 310,000 299,750 10,250

賃借料支出 1,000,000 1,109,873 △109,873

雑支出 10,000 5,184 4,816

事務費支出 7,613,614 6,908,007 705,607

福利厚生費支出 390,000 306,444 83,556

職員被服費支出 70,000 69,632 368

旅費交通費支出 300,000 285,040 14,960

研修研究費支出 500,000 430,916 69,084

事務消耗品費支出 1,500,000 1,041,888 458,112

印刷製本費支出 200,000 193,521 6,479

修繕費支出 2,224,054 2,224,054

通信運搬費支出 350,000 323,055 26,945

業務委託費支出 1,317,650 1,317,650

手数料支出 90,000 75,432 14,568

土地・建物賃借料支出 100,000 100,000

租税公課支出 400 △400

保守料支出 371,910 371,910

雑支出 200,000 168,065 31,935

支払利息支出 92,100 92,100

支払利息支出 92,100 92,100

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000

設備資金借入金元金償還支出 3,816,000 3,816,000

固定資産取得支出 6,325,800 6,883,458 △557,658

器具及び備品取得支出 300,000 669,658 △369,658

構築物取得支出 6,025,800 6,213,800 △188,000

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

積立資産取崩収入 6,700,000 6,700,000

保育所施設・設備整備積立資産取崩収入 6,700,000 6,700,000

支
出

積立資産支出 3,500,000 3,500,000

保育所施設・設備整備積立資産支出 3,500,000 3,500,000

拠点区分間繰入金支出 110,000 108,280 1,720

拠点区分間繰入金支出 110,000 108,280 1,720

予備費支出(10)

12,317,90512,317,905 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



備考勘 定 科 目 予 算（A） 決 算（B） 差異（A）-（B）

事
業
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

受取利息配当金収入 100 4 96

受取利息配当金収入 100 4 96

その他の収入 20,000 3,000 17,000

雑収入 20,000 3,000 17,000

支
出

事務費支出 155,000 137,600 17,400

旅費交通費支出 110,000 91,000 19,000

会議費支出 35,000 29,880 5,120

手数料支出 220 △220

雑支出 10,000 16,500 △6,500

施
設
整
備
等
に
よ
る
収
支

収
入

支
出

そ
の
他
の
活
動
に
よ
る
収
支

収
入

拠点区分間繰入金収入 110,000 108,280 1,720

拠点区分間繰入金収入 110,000 108,280 1,720

支
出

予備費支出(10)

532,941532,941 0前期末支払資金残高(12)

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第一号第四様式
（第十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 84,607,750 84,975,010 △367,260

費
用

人件費 61,905,038 57,302,283 4,602,755

事業費 8,768,870 9,920,940 △1,152,070

事務費 7,045,607 6,991,210 54,397

減価償却費 9,956,389 9,339,616 616,773

国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642 △3,705,860 244,218

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 539 398 141

その他のサービス活動外収益 3,000 20,200 △17,200

費
用

支払利息 92,100 99,300 △7,200

特
別
増
減
の
部

収
益

施設整備等補助金収益 1,536,000 △1,536,000

費
用

固定資産売却損・処分損 1 89,095 △89,094

国庫補助金等特別積立金積立額 1,536,000 △1,536,000

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 6,700,000 0 6,700,000

その他の積立金積立額（１６） 3,500,000 4,700,000 △1,200,000

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできない
ものとする。

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第二号第一様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第二号第三様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会

事業区分合計内部取引消去合計本部まこと保育園勘 定 科 目

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

84,607,750 84,607,750保育事業収益 84,607,750

費
用

61,905,038 61,905,038人件費 61,905,038

8,768,870 8,768,870事業費 8,768,870

6,908,007 7,045,607事務費 137,600 7,045,607

9,956,389 9,956,389減価償却費 9,956,389

△3,461,642 △3,461,642国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

535 539受取利息配当金収益 4 539

3,000その他のサービス活動外収益 3,000 3,000

費
用

92,100 92,100支払利息 92,100

特
別
増
減
の
部

収
益

△108,280拠点区分間繰入金収益 108,280 108,280

費
用

1 1固定資産売却損・処分損 1

108,280 △108,280拠点区分間繰入金費用 108,280

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

0基本金取崩額（１４） 0 0 0 0

6,700,000その他の積立金取崩額（１５） 6,700,000 0 6,700,000 0

3,500,000その他の積立金積立額（１６） 3,500,000 0 3,500,000 0

※本様式は、勘定科目の大区分のみを記載するが、必要のないものは省略することができる。ただし追加・修正はできないもの
とする。



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

保育事業収益 84,607,750 84,975,010 △367,260

委託費収益 75,445,150 74,274,990 1,170,160

利用者等利用料収益 1,080,000 1,350,000 △270,000

利用者等利用料収益（一般） 1,080,000 1,350,000 △270,000

その他の事業収益 8,082,600 9,350,020 △1,267,420

補助金事業収益（公費） 7,749,000 9,099,920 △1,350,920

補助金事業収益（一般） 333,600 250,100 83,500

費
用

人件費 61,905,038 57,302,283 4,602,755

職員給料 24,717,387 27,284,532 △2,567,145

職員俸給 18,417,600 19,989,600 △1,572,000

職員諸手当 6,299,787 7,294,932 △995,145

職員賞与 9,882,289 8,244,598 1,637,691

賞与引当金繰入 2,930,000 2,174,908 755,092

非常勤職員給与 16,788,354 12,425,765 4,362,589

退職給付費用 445,000 356,000 89,000

退職給付費用 445,000 356,000 89,000

法定福利費 7,142,008 6,816,480 325,528

事業費 8,768,870 9,920,940 △1,152,070

給食費 3,658,620 3,670,201 △11,581

保健衛生費 78,861 209,533 △130,672

保育材料費 1,286,647 1,535,665 △249,018

水道光熱費 1,476,880 1,703,531 △226,651

消耗器具備品費 853,055 1,101,179 △248,124

保険料 299,750 299,750

賃借料 1,109,873 1,343,136 △233,263

雑費 5,184 57,945 △52,761

事務費 6,908,007 6,772,050 135,957

福利厚生費 306,444 258,067 48,377

職員被服費 69,632 135,573 △65,941

旅費交通費 285,040 95,242 189,798

研修研究費 430,916 45,240 385,676

事務消耗品費 1,041,888 2,515,045 △1,473,157

印刷製本費 193,521 276,248 △82,727

修繕費 2,224,054 594,557 1,629,497

通信運搬費 323,055 342,508 △19,453

業務委託費 1,317,650 1,758,475 △440,825

手数料 75,432 90,176 △14,744

土地・建物賃借料 100,000 100,000

租税公課 400 400

保守料 371,910 426,910 △55,000

雑費 168,065 134,009 34,056

減価償却費 9,956,389 9,339,616 616,773

減価償却費 9,956,389 9,339,616 616,773

国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642 △3,705,860 244,218

国庫補助金等特別積立金取崩額 △3,461,642 △3,705,860 244,218

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 535 393 142

受取利息配当金収益 535 393 142

費
用

支払利息 92,100 99,300 △7,200

支払利息 92,100 99,300 △7,200

特
別
増
減
の
部

収
益

施設整備等補助金収益 1,536,000 △1,536,000

施設整備等補助金収益 1,536,000 △1,536,000

費
用

固定資産売却損・処分損 1 89,095 △89,094

器具及び備品売却損・処分損 1 89,095 △89,094

国庫補助金等特別積立金積立額 1,536,000 △1,536,000

国庫補助金等特別積立金積立額 1,536,000 △1,536,000

拠点区分間繰入金費用 108,280 108,280

拠点区分間繰入金費用 108,280 108,280

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 6,700,000 0 6,700,000

保育所施設・設備整備積立金取崩額 6,700,000 6,700,000

その他の積立金積立額（１６） 3,500,000 4,700,000 △1,200,000

保育所施設・設備整備積立金積立額 3,500,000 4,700,000 △1,200,000

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



勘 定 科 目 当年度決算(A) 前年度決算(B) 増減（A）-（B）

サ
｜
ビ
ス
活
動
増
減
の
部

収
益

費
用

事務費 137,600 219,160 △81,560

旅費交通費 91,000 91,000

会議費 29,880 17,280 12,600

業務委託費 110,000 △110,000

手数料 220 880 △660

雑費 16,500 16,500

サ
｜
ビ
ス
活
動
外
増
減
の
部

収
益

受取利息配当金収益 4 5 △1

受取利息配当金収益 4 5 △1

その他のサービス活動外収益 3,000 20,200 △17,200

雑収益 3,000 20,200 △17,200

費
用

特
別
増
減
の
部

収
益

拠点区分間繰入金収益 108,280 108,280

拠点区分間繰入金収益 108,280 108,280

費
用

繰
越
活
動
増
減
差
額
の
部

基本金取崩額（１４） 0 0 0

その他の積立金取崩額（１５） 0 0 0

その他の積立金積立額（１６） 0 0 0

※本様式は、勘定科目の小区分までを記載し、必要のない勘定科目は省略することができるものとする。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、小区分については適当な科目を追加できるものとする。なお、小区分を更に
区分する必要がある場合には、小区分の下に適当な科目を設けて処理することができるものとする。

(自) 令和5年4月1日 (至) 令和6年3月31日

(単位：円)

第二号第四様式
（第二十三条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 7,729,617 9,362,469 △1,632,852

事業未収金 7,609,900 4,431,750 3,178,150

未収補助金 1,080,000 1,078,000 2,000

事業未払金 624,776 598,819 25,957

１年以内返済予定設備資金借入
金 3,816,000 3,816,000

未払費用 1,188,554 544,237 644,317

預り金 11,623 11,237 386

職員預り金 1,688,410 867,080 821,330

賞与引当金 2,930,000 2,174,908 755,092

土地 2,600,000 2,600,000

建物 224,506,601 230,482,342 △5,975,741

構築物 11,798,469 6,518,009 5,280,460

器具及び備品 6,551,955 8,510,693 △1,958,738

ソフトウェア 1,507,196 1,926,109 △418,913

人件費積立資産 4,000,000 4,000,000

修繕積立資産 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立資産
15,500,000 18,700,000 △3,200,000

設備資金借入金 42,930,000 46,746,000 △3,816,000

純 資 産 の 部

基本金 15,805,881 15,805,881

国庫補助金等特別積立金 124,822,770 128,284,412 △3,461,642

人件費積立金 4,000,000 4,000,000

修繕積立金 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立金 15,500,000 18,700,000 △3,200,000

（うち当期活動増減差額） 304,926 4,959,024 △4,654,098

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

令和6年3月31日現在

(単位：円)

第三号第一様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



令和6年3月31日現在

(単位：円)

第三号第三様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会

事業区分計内部取引消去合計本部まこと保育園勘 定 科 目

7,729,6177,729,617506,6257,222,992現金預金

7,609,9007,609,9007,609,900事業未収金

1,080,0001,080,0001,080,000未収補助金

2,600,0002,600,0002,600,000土地

224,506,601224,506,601224,506,601建物

11,798,46911,798,46911,798,469構築物

6,551,9556,551,9556,551,955器具及び備品

1,507,1961,507,1961,507,196ソフトウェア

4,000,0004,000,0004,000,000人件費積立資産

2,000,0002,000,0002,000,000修繕積立資産

15,500,00015,500,00015,500,000保育所施設・設備整備積立資産

624,776624,776624,776事業未払金

3,816,0003,816,0003,816,000１年以内返済予定設備資金借入金

1,188,5541,188,5541,188,554未払費用

11,62311,62311,623預り金

1,688,4101,688,4101,688,410職員預り金

2,930,0002,930,0002,930,000賞与引当金

42,930,00042,930,00042,930,000設備資金借入金

15,805,88115,805,88111,25015,794,631基本金

124,822,770124,822,770124,822,770国庫補助金等特別積立金

4,000,0004,000,0004,000,000人件費積立金

2,000,0002,000,0002,000,000修繕積立金

15,500,00015,500,00015,500,000保育所施設・設備整備積立金

304,926304,926△26,316331,242（うち当期活動増減差額）

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等 - 償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの - 決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア - 定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金 - 計上なし
・賞与引当金 - 夏季賞与支給見込額の3分の2を計上している

当法人は独)福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している
当期の要搬出額356,000円については全額を退職給付費用として費用処理

当法人の作成する計算書類は以下のとおりになっている。
（1）法人全体の計算書類(会計基準省令第1号第1様式、第2号第1様式、第3号第1様式)
（2）事業区分別内訳表(会計基準省令第1号第2様式、第2号第2様式、第3号第2様式)

当法人では､社会福祉事業のみ実施しているため作成していない｡
（3）社会福祉事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)
（4）公益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では、公益事業を実施していないため作成していない。
（5）収益事業における拠点区分別内訳表(会計基準省令第1号第3様式、第2号第3様式、第3号第3様式)

当法人では、収益事業を実施していないため作成していない。
（6）各拠点区分におけるサービス区分の内容

ア まこと保育園（社会福祉事業）
イ 本部（社会福祉事業）

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 224,506,6015,975,741230,482,342

合 計 227,106,6015,975,7410233,082,342

＊＊＊に伴い、基本金0円を取り崩した。
＊＊＊に伴い、国庫補助金等特別積立金0円を取り崩した。

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円土地 2,600,000

円園舎 221,706,582

円学童園舎 2,800,019

227,106,601計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円設備資金借入金 46,746,000

46,746,000計 円

別紙１



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 224,506,60142,427,063266,933,664

構築物 11,798,4692,018,83113,817,300

器具及び備品 6,551,95512,047,07918,599,034

合 計 245,457,02556,492,973301,949,998

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 7,609,9007,609,900

未収補助金 1,080,0001,080,000

合 計 8,689,90008,689,900

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

別紙１



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 7,222,992 8,937,808 △1,714,816

事業未収金 7,609,900 4,431,750 3,178,150

未収補助金 1,080,000 1,078,000 2,000

事業未払金 624,776 598,819 25,957

その他の未払金 108,280 △108,280
１年以内返済予定設備資金借入
金 3,816,000 3,816,000

未払費用 1,188,554 544,237 644,317

預り金 11,623 11,237 386

職員預り金 1,688,410 867,080 821,330

賞与引当金 2,930,000 2,174,908 755,092

土地 2,600,000 2,600,000

建物 224,506,601 230,482,342 △5,975,741

構築物 11,798,469 6,518,009 5,280,460

器具及び備品 6,551,955 8,510,693 △1,958,738

ソフトウェア 1,507,196 1,926,109 △418,913

人件費積立資産 4,000,000 4,000,000

修繕積立資産 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立資産
15,500,000 18,700,000 △3,200,000

設備資金借入金 42,930,000 46,746,000 △3,816,000

純 資 産 の 部

基本金 15,794,631 15,794,631

国庫補助金等特別積立金 124,822,770 128,284,412 △3,461,642

人件費積立金 4,000,000 4,000,000

修繕積立金 2,000,000 2,000,000

保育所施設・設備整備積立金 15,500,000 18,700,000 △3,200,000

（うち当期活動増減差額） 331,242 5,049,699 △4,718,457

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

令和6年3月31日現在

(単位：円)

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等 - 償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの - 決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア - 定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金 - 計上なし
・賞与引当金 - 夏季賞与支給見込額の3分の2を計上している

当法人は独)福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（1）まこと保育園計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

サービス区分が1つのため、作成していない
（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

サービス区分が1つのため、作成していない

基本財産の増減の内容及び金額は以下のとおりである。

(単位：円)

基本財産の種類 当期末残高当期減少額当期増加額前期末残高

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 224,506,6015,975,741230,482,342

合 計 227,106,6015,975,7410233,082,342

該当なし

担保に供されている資産は以下のとおりである。

円土地 2,600,000

円園舎 221,706,582

円学童園舎 2,800,019

227,106,601計 円

担保している債務の種類および金額は以下のとおりである。

円設備資金借入金 46,746,000

46,746,000計 円

別紙２



固定資産の取得価額、減価償却累計額及び当期末残高は、以下のとおりである。

(単位：円)

当期末残高減価償却累計額取得価額

(基)土地 2,600,0002,600,000

(基)建物 224,506,60142,427,063266,933,664

構築物 11,798,4692,018,83113,817,300

器具及び備品 6,551,95512,047,07918,599,034

合 計 245,457,02556,492,973301,949,998

債権額、徴収不能引当金の当期末残高、債権の当期末残高は以下のとおりである。

(単位：円)

債権の当期末残高徴収不能引当金の当期末残高債権額

事業未収金 7,609,9007,609,900

未収補助金 1,080,0001,080,000

合 計 8,689,90008,689,900

該当なし

該当なし

該当なし

別紙２



増減前年度末当年度末

負 債 の 部資 産 の 部

増減前年度末当年度末

現金預金 506,625 424,661 81,964

未収金 108,280 △108,280

純 資 産 の 部

基本金 11,250 11,250

（うち当期活動増減差額） △26,316 △90,675 64,359

※本様式は、勘定科目の大区分及び中区分を記載するが、必要のない中区分の勘定科目は省略することができる。
※勘定科目の中区分についてはやむを得ない場合、適当な科目を追加できるものとする。

令和6年3月31日現在

(単位：円)

第三号第四様式
（第二十七条第四項関係）

法  人  名  : 社会福祉法人 長光福祉会



（1）有価証券の評価基準及び評価方法
・満期保有目的の債券等 - 償却原価法（定額法）
・上記以外の有価証券で時価のあるもの - 決算日の市場価格に基づく時価法
（2）固定資産の減価償却の方法
・建物、構築物、機械及び装置、車輌運搬具、器具及び備品、ソフトウェア - 定額法
・リース資産

所有権移転ファイナンス・リース取引に係るリース資産
自己所有の固定資産に適用する減価償却方法と同一の方法によっている

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
通常の賃貸借に係る方法に準じた会計処理によっている

（3）引当金の計上基準
・退職給付引当金 - 計上なし
・賞与引当金 - 計上なし

当法人は独)福祉医療機構の実施する社会福祉施設職員等退職手当共済制度を採用している

当拠点区分において作成する計算書類等は以下のとおりになっている。
（1）本部計算書類

(会計基準省令第1号第4様式、第2号第4様式、第3号第4様式)
（2）拠点区分資金収支明細書(別紙3(⑩))

サービス区分が1つのため、作成していない
（3）拠点区分事業活動明細書(別紙3(⑪))

サービス区分が1つのため、作成していない

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

該当なし

別紙２


